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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により引き続き厳しい状況にあり、持ち直しの動

きが一服している。生産活動は持ち直しが一服している。需要面をみると、個人消費は、持

ち直しの動きに弱さがみられる。住宅投資は、持ち直しの動きに弱さがみられる。設備投資

は、下げ止まっている。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続

いている。観光は、厳しい状況が続いているが、持ち直しの兆しがみられる。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、負債総

額が前年を上回った。消費者物価は、８か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～３か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、３月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１６．８ポイ

ント上回る５０．６と３か月ぶりに上昇した。横

ばいを示す５０を３か月ぶりに上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．４ポイント上回る４８．４となった。

２月の鉱工業生産指数は８８．０（季節調整済

指数、前月比▲０．８％）と２か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では＋１．０％と１２か

月連続で上昇した。

業種別では、電気機械工業など５業種が前

月比上昇となった。窯業・土石製品工業など

１０業種が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～５か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～８か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～４か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲１．１％）は、５か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲１３．２％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋１．０％）

は、飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．３％）

は、４か月連続で前年を上回った。

２月の乗用車新車登録台数は、１０，０３５台

（前年比▲１５．６％）と８か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲２１．５％）、

小型車（同▲６．６％）、軽乗用車（同▲１６．４％）

となった。

２１／４～２２／２月累計では、１２１，６６２台

（前年比▲８．４％）と前年を下回っている。内

訳は普通車（同▲０．４％）、小型車（同

▲１５．０％）、軽乗用車（同▲１０．０％）となっ

た。

２月の札幌ドームへの来場者数は、１７千人

（前年比▲２６．４％）と４か月ぶりに前年を下

回った。来場者内訳は、プロ野球の開催はな

く、サッカー１０千人（同▲２０．０％）、その他

が７千人（同▲３３．３％）だった。

道内経済の動き
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６．住宅投資～３か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

２月の住宅着工戸数は１，３６８戸（前年比

▲９．１％）と３か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲２１．０％）、貸家

（同▲２３．１％）、給与（同＋１００．０％）、分譲

（同＋７９．４％）となった。

２１／４～２２／２月累計では２９，５９９戸（前年

比＋１．７％）と前年を上回った。利用関係別

では、持家（同＋６．５％）、貸家（同

▲４．４％）、給与（同＋８２．０％）、分譲（同

＋３．４％）となった。

２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１３１，６０５㎡（前年比＋１３３．８％）と２か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋９７．５％）、非製造業（同＋１４２．５％）であっ

た。

２１／４～２２／２月累計では、１，５７１，５２０㎡

（前年比▲８．０％）と前年を下回っている。業

種別では、製造業（同▲１８．０％）、非製造業

（同▲７．０％）となった。

３月の公共工事請負金額は１，２１０億円（前

年比＋８．６％）と３か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋１４．８％）、独立行

政法人（同＋２４．８％）、道（同＋０．３％）、市

町村（同＋３０．８％）が前年を上回った。地方

公社（同▲７３．０％）、その他（同▲９０．１％）

が前年を下回った。

道内経済の動き
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９．来道者数～４か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１２か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

２月の国内輸送機関利用による来道者数

は、３７８千人（前年比＋５３．３％）と４か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋６１．３％）、JR（同＋２５．６％）、フェ

リー（同＋４．７％）となった。

２１／４～２２／２月累計では、５，７３７千人

（同＋３８．２％）と前年を上回っている。

２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年同月０人）と底ばいが続いて

いる。

２月の貿易額は、輸出が前年比＋７５．８％の

２７７億円、輸入が同＋５１．２％の１，４００億円だっ

た。

輸出は、船舶、石油製品、鉄鋼くずなどが

増加した。

輸入は、原油・粗油、石油製品、石炭など

が増加した。

輸出は、２１／４～２２／２月累計では３，０１５

億円（前年比＋５６．５％）と前年を上回ってい

る。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）

2

倍 ％

-25

-15

-20

-10

-5

0

5

15

2022/112111098765432021/20.00

0.20

0.40

0.60

1.60
101.40

1.20

1.00

0.80

１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は３か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～８か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０２倍（前年比＋０．０８ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋９．３％と１２か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋７．６％）、製造業（同＋２９．９％）など

が前年を上回った。情報通信業（同▲２７．０％）

が前年を下回った。

３月の企業倒産は、件数が２７件（前年比

＋２２．７％）、負債総額が４８億円（同＋９２．４％）

だった。負債総額は３か月連続で前年を上

回った。

業種別では小売業、サービス・他が各６

件、製造業が５件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１１件

であった。

２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．９（前月比＋０．５％）となっ

た。前年比は＋１．０％と、８か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（２月１０日）

時点で、灯油価格は前月比＋３．５％、前年同

月比＋３６．１％となり、ガソリン価格は前月比

＋５．０％、前年同月比＋２２．５％となった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２２年１～３月期 実績

前期に比べ、売上DI（△８）は６ポイ
ント低下、利益DI（△２１）も６ポイン
ト低下した。売上DI・利益DIともに２
期ぶりの低下となった。業種によりばら
つきはあるものの、製造業・非製造業と
もに業況持ち直しに一服感がみられた。

２．２０２２年４～６月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△５）は３ポ
イント上昇、利益DI（△１５）は６ポイ
ント上昇の見通し。原油価格や原材料価
格の上昇による企業収益の圧迫は依然と
して続いているものの、業況は持ち直し
が見込まれている。

項 目
２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２２年
１～３４～６

見通し

売上DI △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ △５
利益DI △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △１５

定例調査

製造業・非製造業ともに業況持ち直しに一服感
第８４回 道内企業の経営動向調査

※①２０／２／２８～２０／３／１８ 道独自の緊急事態宣言、②２０／４／８～２０／４／１６ 集中対策期間、③２０／４／１７～２０／５／２５ 緊急事態宣言
④２０／８／１～２０／９／３０ 集中対策期間、⑤２０／１０／２８～２１／３／７ 集中対策期間、⑥２１／５／９～２１／５／１５ まん延防止等重点措置
⑦２１／５／１６～２１／６／２０ 緊急事態宣言、⑧２１／６／２１～２１／７／２１ まん延防止等重点措置、⑨２１／８／２～２１／８／２６ まん延防止等重点措置
⑩２１／８／２７～２１／９／３０ 緊急事態宣言、⑪２２／１／２７～２２／３／２１ まん延防止等重点措置
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２２年１～３月期実績）

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 業種によりばらつきがあるものの、製造業・非
製造業ともに業況持ち直しに一服感がみられる。

売上ＤＩ △３ △１２ △２ △８ ０ △５
利益ＤＩ △８ △１６ △１５ △２１ △１５ △１５

製造業 売上DI・利益DIともに低下。売
上DIは７期ぶりに低下した。

売上ＤＩ △８ △６ ４ △８ ０ △８
利益ＤＩ △１１ △１５ △１５ △２３ △１２ △１７

食料品 製菓は業況改善も、畜産・水産・
食品製造が業況後退した。

売上ＤＩ ３１ △１１ ２９ ５ ２１ ０
利益ＤＩ ３２ △５ △５ △１８ ５ △１５

木材・木製品 全業態で業況が改善した。
売上ＤＩ △２１ １５ △５ １８ １０ ０
利益ＤＩ △２５ △５ △２０ ０ △２０ △１４

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼は堅調に推移した。機械は持ち
直すも、金属製品は業況後退した。

売上ＤＩ △３９ △１６ △１４ △２４ △２６ △１９
利益ＤＩ △４７ △２６ △１７ △３３ △２４ △２８

非製造業 業種によりばらつきがみられる。非製造業
全体では業況持ち直しに一服感がみられた。

売上ＤＩ ０ △１４ △４ △８ ０ △４
利益ＤＩ △６ △１７ △１５ △１９ △１６ △１３

建設業 公共工事が持ち直しの一方で、民
間工事は業況が後退した。

売上ＤＩ △７ △１９ △２４ △２５ △１３ △１５
利益ＤＩ △１６ △２８ △２６ △３５ △２５ △１８

卸売業 資材卸・機械卸・その他卸の売上DIが
低下した。利益DIは全業態で低下した。

売上ＤＩ △１３ △７ ９ △１７ ０ △１０
利益ＤＩ ０ １１ ５ △２５ △１８ △２１

小売業 食品小売、燃料店は業況が持ち直
した。

売上ＤＩ １１ ０ ２ ７ △２ ７
利益ＤＩ △１１ △２４ △３６ △２２ △３２ △１２

運輸業 旅客は業況一服、貨物は業況持ち
直しの動きがみられた。

売上ＤＩ △１７ △３５ △４ ７ １２ ０
利益ＤＩ △２１ △２３ △１２ △１４ ８ △２５

ホテル・旅館業 売上DI・利益DIともに上昇。前年の反動に
より数字が押し上げられたものとみられる。

売上ＤＩ ４８ △７１ ６ ３３ ６７ ４４
利益ＤＩ ３８ △６７ △１１ ４４ ５０ ４４

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ ０ △５
利益ＤＩ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △１５ △１５

札 幌 市
売上ＤＩ ７ △６ △１３ △６３ △５８ △３７ △３２ ２ △３ ４ △１１ ７ １
利益ＤＩ △５ △１０ △１７ △５８ △４９ △３１ △２９ ０ △１０ △６ △２１ △１ △７

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △５ △１６ △３６ △５０ △４３ △３７ △２１ △７ △１８ △５ △９ １ △１５
利益ＤＩ △３ △５ △３４ △４７ △４３ △３５ △２６ △１８ △１８ △１７ △２５ △２３ △２６

道 南
売上ＤＩ △１９ △１２ △２９ △５９ △６３ △５６ △５２ △８ △２９ △２０ △１９ △２１ △３
利益ＤＩ △２６ △７ △１８ △５９ △５１ △５３ △５５ △１８ △３２ △３４ △４４ △３２ △２２

道 北
売上ＤＩ △１２ △６ △２５ △５４ △４６ △２７ △２５ ３ △８ ４ ８ ２ △５
利益ＤＩ △８ △１１ △２７ △５５ △３１ △２２ △２０ △２ △１８ △９ △３ △１３ △９

道 東
売上ＤＩ △７ △２１ △２２ △６５ △５５ △４０ △４４ △９ △１８ △３ △９ △８ △７
利益ＤＩ △９ △２５ △３１ △７０ △４５ △２９ △３１ △１１ △１６ △２７ △１９ △２４ △１８

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業建設業
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＜図表5＞利　益

＜図表4＞売　上

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

△ 3 △12 △ 2

△ 8 △ 6 4

31 △11 29

△21 15 △ 5

△39 △16 △14

△16 0 △ 6

0 △14 △ 4

△ 7 △19 △24

△13 △ 7 9

11 0 2

△17 △35 △ 4

48 △71 6

2 6 4

21/4～6
売上DI

21/7～9
売上DI

21/10～12
売上DI 売上DI 売上DI

△ 8 △16 △15

△11 △15 △15

32 △ 5 △ 5

△25 △ 5 △20

△47 △26 △17

△20 △21 △24

△ 6 △17 △15

△16 △28 △26

0 11 5

△11 △24 △36

△21 △23 △12

38 △67 △11

△ 2 4 △ 4

21/4～6
利益DI

21/7～9
利益DI

21/10～12
利益DI 利益DI 利益DI

2
増加
7 不変 38 減少 35

29 34 37

35 35 30

36 46 18

24 28 48

16 36 48

26 40 34

13 49 38

21 41 38

44 19 37

39 29 32

55 23 22

18 54 28

△ 8

△ 8

5

18

△24

△32

△ 8

△25

△17

7

7

33

△10

△ 5

△ 8

0

0

△19

△11

△ 4

△15

△10

7

0

44

△13

2
増加
1 不変 53 2

減少
6

21 50 29

26 48 26

23 54 23

19 43 38

16 57 27

21 54 25

10 65 25

17 56 27

36 35 29

25 50 25

55 34 11

10 67 23

△21

△23

△18

0

△33

△42

△19

△35

△25

△22

△14

44

△15

△15

△17

△15

△14

△28

△ 5

△13

△18

△21

△12

△25

44

△15

2
増加
0 不変 39 減少 41

23 31 46

17 48 35

41 18 41

22 23 55

16 26 58

18 45 37

5 55 40

13 49 38

22 34 44

32 22 46

55 34 11

18 49 33

1
増加
6 不変 53 減少 31

16 51 33

15 55 30

18 50 32

14 44 42

21 53 26

17 53 30

10 62 28

13 53 34

22 44 34

14 47 39

61 22 17

10 65 25

2022/1～3実績（n=365） 2022/4～6見通し（n=362）

2022/1～3実績（n=364） 2022/4～6見通し（n=361）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。
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＜図表6＞資金繰り
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＜図表7＞短期借入金の難易感
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11 85 4

82 18

8 89 3

8 不変 88 4
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21 74 5
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容易 困難 容易 困難
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＜図表9＞設備投資

＜図表8＞在　庫
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13 適正 79 8

17 77 6
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8 87 5

21 74 5
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12 68 20
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9 適正 83 8
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85 15
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100
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）

資金需要DI 資金需要DI

資金需要DI 資金需要DI

6 不変 86 8

6 85 9

5 85 10

9 82 9

5 87 8

5 90 5

6 86 8

3 94 3

4 88 8

10 77 13

7 79 14

17 66 17

7 88 5

△ 2

△ 3

△ 5

0

△ 3

0

△ 2

0

△ 4

△ 3

△ 7

0

2

0

1

△ 5

△ 5

8

5

0

4

0

0

△ 7

6

△ 5

7 不変 86 7

8 85 7

5 85 10

5 85 10

8 92

16 73 11

8 84 8

7 90 3

4 92 4

10 80 10

7 79 14

22 62 16

5 85 10

0

△ 2

△ 8

5

0

0

0

0

0

3

△ 7

17

△ 2

△ 1

△ 3

△ 5

△ 6

0

0

0

△ 3

△ 6

8

0

17

△ 5

7 不変 86 7

9 80 11

2 88 10

16 73 11

8 84 8

16 68 16

6 88 6

3 94 3

9 82 9

8 87 5

93 7

22 73 5

7 84 9

7 不変 85 8

7 83 10

5 85 10

5 84 11

3 94 3

21 58 21

7 86 7

1 95 4

2 90 8

16 76 8

11 78 11

22 73 5

5 85 10

2022/4～6見通し（n=366） 2022/7～9見通し（n=365）

2022/4～6見通し（n=357） 2022/7～9見通し（n=355）

増加 減少 増加 減少

増加 減少 増加 減少

定例調査

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年５月号

ｏ．３０９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2022.04.05 11.12.02  Page 12 



％

0

10

20

30

40

50

60

70

80

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 22年

人手不足
売上不振
諸経費の増加
過当競争
人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（６８％） ＋６ 前回調査に続き、製造業（８２％）、非製造業（６１％）ともに１位となった。
鉄鋼・金属製品・機械製造業（８３％）、小売業（６３％）が大幅上昇した。

�人手不足（４８％） △２ 建設業（７２％）は３ポイント低下したものの、依然人手不足感は強
い。

�売上不振（４６％） ＋８ 小売業を除く主要７業種で上昇した。ホテル・旅館業（８３％）は＋５
ポイントと、前回調査よりもさらに厳しい業況となった。

�諸経費の増加（４３％） ＋７ 製造業（４８％）、非製造業（４１％）ともに上昇した。運輸業（６１％）
で１位となった。

�人件費増加（３６％） ＋８ 製造業（４２％）、非製造業（３４％）ともに上昇した。ホテル・旅館業
を除く主要７業種で上昇した。

�過当競争（１９％） ＋１ 業種によりばらつきがみられる。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８４回定例調査（２０２２年１～３月期実績、２０２２年４～６月期見通し）
回答期間：２０２２年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
① ① ① ① ① ① ① ② ① ① ① ②
６８ ８２ ８８ ７７ ８３ ７５ ６１ ６７ ７１ ６３ ６１ ７２ ３３
（６２）（７９）（８２）（８５）（６６）（９４）（５５）（６８）（６５）（４７）（６２）（６７）（２２）

�人手不足
② ② ① ③ ③ ①
４８ ３７ ４０ ３２ ３９ ３５ ５２ ７２ ３９ ４１ ５７ ３９ ４８
（５０）（４０）（３６）（３５）（４６）（４１）（５５）（７５）（４２）（３８）（５０）（５０）（５８）

�売上不振
③ ② ③ ② ② ③ ② ① ②
４６ ４９ ５０ ３６ ５３ ５５ ４４ ３６ ４７ ３４ ５４ ８３ ４０
（３８）（４１）（４１）（３５）（４３）（４１）（３７）（２７）（３３）（４５）（５０）（７８）（２９）

�諸経費の増加
③ ② ② ③ ② ② ① ③

４３ ４８ ５８ ４１ ４４ ４５ ４１ ３２ ４７ ４４ ６１ ５０ ２９
（３６）（３８）（４６）（３５）（３４）（２９）（３６）（２９）（３８）（４９）（４２）（２８）（２９）

�人件費増加
② ② ③ ③

３６ ４２ ５８ ２３ ２８ ５５ ３４ ３８ ３５ ３４ ３２ １１ ３６
（２８）（２８）（４６）（２０）（１４）（２４）（２９）（３７）（２０）（２８）（２３）（３３）（２７）

�過当競争 １９ １７ １５ １４ １９ ２０ ２０ ２５ ２４ １７ ７ ２２ １４
（１８）（１５）（１８）（１５）（１１）（１８）（１９）（２７）（１８）（１５）（８）（３３）（１１）

�設備不足 ９ １６ １５ ２３ １４ １５ ５ １ ６ ７ ４ １１ ７
（８）（１６）（２８）（２０）（３）（１２）（５）（－）（９）（４）（４）（６）（７）

	販売価格低下 ６ ６ ３ ０ １１ １０ ６ １ １６ ２ ７ １７ ２
（７）（６）（３）（５）（９）（１２）（７）（５）（９）（４）（１２）（１１）（７）


価格引き下げ要請 ６ ６ ３ ５ ８ １０ ６ ４ １２ ５ ４ ０ ７
（６）（８）（５）（－）（１１）（１８）（５）（５）（１１）（－）（４）（－）（４）

�資金調達 ５ ５ ８ ５ ６ ０ ４ １ ２ ５ １１ １７ ２
（３）（５）（５）（５）（３）（６）（３）（－）（２）（４）（８）（－）（４）

�代金回収悪化 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
（１）（１）（－）（－）（－）（６）（１）（－）（２）（－）（－）（－）（２）

その他 ７ ６ ３ ５ １１ ５ ８ ８ ６ １２ ０ ６ １２
（３）（２）（３）（－）（３）（－）（３）（３）（７）（４）（－）（－）（２）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７０ １００．０％
札幌市 １３７ ３７．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８２ ２２．２
道 南 ３３ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５９ １５．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ５９ １５．９ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９９ ３７０ ５２．９％
製 造 業 １９８ １１９ ６０．１
食 料 品 ６８ ４０ ５８．８
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２２ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３７ ６１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３７ ２０ ５４．１
非 製 造 業 ５０１ ２５１ ５０．１
建 設 業 １３９ ７２ ５１．８
卸 売 業 １００ ４９ ４９．０
小 売 業 ９７ ４２ ４３．３
運 輸 業 ５０ ２８ ５６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ４２ ５１．９

業種別回答状況
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今回の調査では、道内企業の業況は２期ぶりに低下し、コロナ禍からの業況持ち直しに一

服感がみられました。企業からは、感染症の再拡大や納期の遅れにより売上が減少している

という声や、原油価格や原材料価格の高騰を販売価格に転嫁できず、企業収益が圧迫されて

いるという声が多くみられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜製パン業＞ コロナ禍の影響により売上が
回復せず、原材料費、電気、ガス、灯油代金
等の高騰により、利益が出ない。店頭での販
売によらない販路の模索やパンの製造販売以
外の事業も検討中。（札幌）

＜食料品製造業＞ 原材料価格が上昇してい
る。今後はロシアからの水産物の仕入が不透
明である。一部製品の値上げを検討する。（道
央）

＜食料品製造業＞ 売上は新商品の販売寄与
により増加しているが、労務費や油脂代をは
じめとする諸経費の増加により、製造コスト
が増加し減益要因となっている。現在実施し
ている空調設備等の改修工事により、製造効
率を高めることで製造コストを低減する。（道
央［きのこ］）

＜食料品製造業＞ まん延防止等重点措置の
発出により、飲食部門は緊急事態宣言下と同
程度の客数減少が続き、時短営業の実施、施
設によっては休業を余儀なくされており、減
収減益傾向にある。アフターコロナを見据え
た新規事業の立ち上げ準備を進めているもの
の、新型コロナの収束が見えない中で厳しい
状況が続くと仮定し、現事業の足元を固め余
分な支出を抑えつつ、今後に向け効果的な設
備投資も行い４～６月に備える。（道南）

＜製材業＞ 全ての面で原料が高騰している

ため、住宅やマンションなどの物件が少なく
なってきている。そのため、少ない物件を多
くの業者で取り合っており、価格も上がらな
い。悪循環である。（道央）

＜製材業＞ 新型コロナ感染拡大→ウッド
ショックの流れによる住宅価格の高騰によ
り、高価な無垢フローリングの採用率低下が
売上低下の主な原因と分析している。関連会
社の事業再構築と連動し、アフターコロナの
戦略を準備中。（道北）

＜金属製品製造業＞ コロナ禍、ロシア・ウ
クライナの問題により、原材料価格の更なる
上昇や、物によっては納期が遅延したり、入
手が困難になる可能性がある。先行きの受注
に不安を感じる。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 当社半期（８～１月）
の前年同期対比は４割増収と表現すると聞こ
えはいいが対比する数字が小さいだけで実態
は採算ラインを下回っている。各種助成金及
び長期運転資金の活用により現状を凌いでい
るが、早期にコロナがインフル並みの扱いに
なることを祈るのみ。（札幌）

＜鉄鋼業＞ コロナ禍とオリンピック関係で
止まっていた案件が急激に動き出し、業界全
体としては材料不足に陥っている。当社でも
材料供給に不安があり、また、仕入れ価格も
前年のみで４０％以上の値上がりが発生し、本
年も材料調達で苦労しそうである。一方で、

経営のポイント

原油・原料高への対応が重要課題に
〈企業の生の声〉

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年５月号
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

販売価格は地場での案件不足から下落してお
り、仕入価格上昇分の転嫁をするどころか、
逆ザヤの物件も発生している。十分な案件数
の確保と、販売価格安定のため、交渉をして
いくしかない。（道東）

＜デンタルケア製品製造業＞ 売上のほとん
どが外注歯科技工によるため、コロナ禍での
受診控えが大きく影響している。今後の推進
策については、２０２２年４月に診療報酬が改定
となるため、改定内容に見合った設備投資な
どの準備を進めている。（札幌）

＜印刷業＞ 新型コロナの影響を受け、取引
先の集客施策が停止。それにより、弊社で請
け負っていたDM・チラシ受託業務が大幅に
減少し、大幅減収となっている。新型コロナ
の影響を受けない事業について早急に検討・
実施する必要があるが、業態転換は難しいと
考えられるため、現状の技術および設備を利
用し、新規事業構築を検討していく。また、
各種助成金を受けることも検討する。（札幌）

＜ゴム製品製造業＞ 原材料価格の上昇が負
担となる。製品価格の値上げを実施する。（道
央）

＜建設業＞ 技術職が不足している。一定の
売上高をキープするため、中途採用や派遣職
員で凌いでいる状態にある。（道東［総合建設
業］）

＜建設業＞ 鉄線、セメント等の原材料の値
上がりに伴い、原価率が対前年比１０％程度上
昇している。一方で元請では、下請け価格の
上昇を抑えようとする動きがあり、仕入単価
の上昇を販売価格に転嫁できておらず、収益
性維持のための経営施策が必要である。社内
体制の見直しによる生産性の向上と合わせ
て、元請先に対する販売価格の見直しを行っ
ていく。収益性の確保を第一に、売上と利益
のバランスを考慮していく。（道央［土工工

事］）

＜電気工事業＞ 官公庁工事の状況は堅調で
あるが、民間工事については、コロナ禍や顧
客事情の影響・変動もあり、積極的な状況で
はない。投資面については、人材確保・育成
を継続し、利益の確保・注力も行っていく。
（札幌）

＜住宅建築業＞ 売上原価の上昇、価格転嫁
の遅れ、販売数量減少と三重苦の状況にあ
る。固定費削減項目を洗い直しているとこ
ろ。売上原価の上昇トレンドはまだ続くとみ
ており、価格転嫁を急ぐこととしている。（道
央）

＜工業用品卸売業＞ 前期はコロナの影響が
あり、減収減益。今期の売上は前期並みだ
が、利益率を意識した営業を行い、収益は改
善傾向。仕入先からの値上げ要請が多く、い
かに販売価格に転嫁するかが重要。（札幌）

＜機械器具卸売業＞ 売上はコロナ禍の長期
化による需要減退と、メーカー製品のリード
タイムの延長という２つの要因が重なり、不
振が続いている。テレワークなどの普及に伴
い、経済環境が一変したことへの対応に苦心
している。今後の見通しもたたない状況。（札
幌）

＜建材卸売業＞ コロナ禍に端を発した、原
材料・部品・製品不足による仕入価格の高騰
や納期の遅れなどは、将来にわたり、ボ
ディーブローのように影響が出てくるものと
思料する。ワクチン、治療薬の普及に伴う、
政府主導の景気向上施策に期待。（道央）

＜鋼材卸売業＞ 今冬の落ち込みは近年にな
い状況。１２～２月までは本当に荷動きが悪
く、想定以上の落ち込みとなった。徐々にコ
ロナの影響が建設業にも出始めていると感じ
ている。（道東）

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年５月号
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７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜靴卸売業＞ 売上は順調だが、円安と物流
コストの上昇で収益性が低迷している。商品
の付加価値を上げて粗利率のアップを目指
す。（札幌）

＜書店＞ 巣ごもり需要の低下による売上の
減少、まん延防止等重点措置または緊急事態
宣言発出による来店客数の減少、来店客数の
減少による買取商品の減少（＝在庫の減
少）、店舗スタッフの出勤停止による運営ス
タッフの人員不足などが問題点。ネット販売
のさらなる強化（商品量・情報量）及び販路
拡大、買取強化による在庫商品の確保（ネッ
ト買取の拡大、出張買取の増加）を行ってい
く。（札幌）

＜事務用品小売業＞ 半導体不足により、
OA機器の販売が急減している。また、設備
投資等もコロナ禍で減少している。新事業に
シフトするなど、事業分野を拡大しなけれ
ば、今後厳しい状況になると考えている。（札
幌）

＜大型小売店＞ コロナ禍での巣ごもり需要
により、売上は増加。ただし、来店客数は減
少、単価上昇の傾向にある。来店客数の増加
は難しい。仕入の値上げラッシュに対する販
売価格の調整が必要。（道南）

＜自動車販売店＞ 新車の受注は好調だが、
半導体不足と感染症拡大の影響で車両の生産
が遅れており、結果として売上に繋がらない
状況にある。（道東）

＜運輸業＞ 天候悪化による輸送障害や、燃
料価格の大幅上昇が収益に大きく影響を与え
ている。輸送の効率化ならびに運賃改定を推
進する。（道央）

＜運輸業＞ 燃料高騰により利益が減少して
いる。原材料仕入など諸経費の削減が必要。
（道東）

＜観光ホテル＞ まん延防止等重点措置で開
店休業状態にある。春には明るい兆しがでて
くると信じて、アドベンチャートラベル商品
の準備を始めている。（道央）

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルス感染拡
大防止のための外出自粛緩和がどのような時
期になるか。客足が戻る前に準備を進めた
い。（道南）

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルス感染拡
大や、どうみん割が停止されたことによる
キャンセルが多く、新規予約も低調である。
予約は週末に集中。冬のイベント目当ての本
州からのツアー客も期待したほど多くはな
い。まん延防止等重点措置の延長が見込まれ
るため（回答時点）、予約が少ない平日を中
心に休館を検討する。（道北）

＜飲食店＞ 昨年のコロナ禍より、今年のコ
ロナ禍の方が少しだけ「マシ」というレベ
ル。期待している売上、利益には遠い。その
中で、原料費・光熱費が上昇し厳しい状況に
ある。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ リサイクルできる素材の
価格や燃料の高騰により、金属や再生重油の
売却は好調であるが、コロナ禍における廃棄
物量の減少や、回収車両の燃料などの様々な
備品の値上がりをどうやって吸収するかが課
題。戦力維持のため人件費も年々上がってお
り、業務の効率化を指向し生産性向上を図っ
ていく必要がある。（道央）

＜自動車整備業＞ 管内だけではなく北海道
一円から仕事の依頼が来ており非常に忙しい
ものの、従業員の高齢化と新入職員の入社が
少なく、非常に困っている。仕方がないた
め、ベトナム人実習生を１０名雇用している。
（道北）

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年５月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年５月号

はじめに

DX（デジタル・トランスフォーメーション）の本質について語りたいと思います。その場

合、AIの活用が武器となります。本稿ではまずAIの現状について説明し、その後DXの話題に入

りたいと思います。DXにはその前提としてデータのデジタル化が必要です。残念なことに日本

ではこのデジタル化も、一部を除いて進んでいません。デジタル化したデータを処理し、業務の

効率化を行い、その後にDXが可能となります。トランスフォーメーションとは業務自体の変換

を意味します、「トランスフォーマー」という映画がありますが、自動車がロボットに変身して

活躍するものです。このイメージで業務も変身させるのがDXです。

AIの歴史

現在はAIの３度目の夏だと言われています。

第１の夏はコンピュータの誕生とともにやって来ました。コンピュータは記号を扱える最初

の、そして今のところ唯一の機械です。サイモンやチューリングらの初期のコンピュータサイエ

ンティストが、コンピュータで記号を操作すれば知能の本質的な部分は実現できると考えまし

た。これを「物理記号仮説」と呼びます。たとえばチェスは１０年程度で人間のチャンピオンに勝

てるし、英語からロシア語といった言葉の翻訳も文法と辞書があればすぐに実現できると考えて

いました。

ところが実際はそんなに甘いものではありませんでした。チェスとか囲碁将棋といったゲーム

は先読みという手法で有効な手を探します。この先読みがなかなかの曲者で、１０手先、２０手先に

なると可能性が膨大になってしまい、コンピュータで扱える量を簡単に超えてしまいます。チェ

スは指手が平均的に３５通りあると言われています。すると２手先は１，２２５通り、３手先は４２，８７５

通りと、指数関数的に膨れ上がります。１０手先は２，７５８，５４７，３５３，５１５，６２５通りです。あっという

間に当時のコンピュータの計算能力を超えてしまいます。もっと知的な手法が必要になります

が、最終的に世界チャンピオンのカスパロフに勝てたのは１９９６年のことでした。囲碁では２０１６年

のことになりますが、これは第３の夏でした。

機械翻訳の方もすぐに暗礁に乗り上げました。文法と辞書だけでは文の意味が理解できず、理

解なしに翻訳するととんでもない文が出てきたりするのです。

「トロフィーは大きすぎてカバンに入らなかった」

AIとDX
札幌市立大学
学長 中島 秀之

寄稿
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寄稿

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年５月号

記号処理 ニューラルネットワーク

第１の夏 １９６０年頃 物理記号仮説 パーセプトロン

第１の冬 常識の欠如 複雑な概念の学習不可

第２の夏 １９８０年頃 知識情報処理 多層パーセプトロン

第２の冬 暗黙知の処理不可

第３の夏 ２０１６年頃から 深層学習（超多層パーセプトロン）

表１：超簡略版AIの歴史

という文は、我々人間には簡単に理解できます。「大きすぎたのはトロフィーかカバンか？」と

いう疑問にもすぐにトロフィーと答えられます。でも、このためにはトロフィーとはどういうも

のであるか、とか、カバンは何をするものでどんな形状のものか、などといった大量の知識を無

意識に動員しているのです。大量の知識も書き下してやらないと文の正しい理解ができないとい

うことがわかりました。

こうして第１の冬の時代がやって来ます。

記号処理の第１の夏とほぼ同時期にニューラルネットワークの第一世代であるパーセプトロン

が開発されました。こちらは夏というほど盛り上がりませんでしたが人間の脳神経をまねた素子

で学習するものでした。しかし、単純な概念は学習できても、複雑な概念は学習できないという

理論的限界が示され、こちらもすぐに冬の時代を迎えました。

第２の夏は１９８０年代の知識情報処理研究です。スタンフォード大学で開発されたエキスパート

システムの成功が中心です。日本でも第五世代コンピュータプロジェクトとして世界的に注目さ

れました。

面白いことにニューラルネットワーク研究もこの時期に第２の夏を迎えます。パーセプトロン

に中間層を加えて多層化したものの学習原理が開発され、これは理論的にも全ての概念が学習で

きることが示されます。様々な形態のネットワークが考案され、自然言語理解への可能性も出て

来ましたが、実用レベルには達しませんでした。
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寄稿

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年５月号

エキスパートシステムはほとんど実用レベルに達したのですが、最後の一線が越えられません

でした。これは暗黙知と呼ばれる、人間のエキスパートが言語化できない知識があって、これが

プログラムに移せなかったことによります。

そして第２の冬に入ります。

２０１０年代に入って多層パーセプトロンの中間層を多層化した深層ネットワークによる深層学習

が示され、顔認識で人間の能力を超える精度を示したり、囲碁の世界チャンピオンに勝ったりし

てその力を世界に見せつけました。多くの実用システムが生まれます。

AIの第３の夏は深層ネットワークが達成しました。そのため、世間的にはAI＝深層学習だと

思っている人が多いのですが、決してそういうわけではありません。研究レベルではニューラル

ネットワークと記号処理の融合が議論され始めています。

デジタル化

２０２１年にデジタル庁が発足し、「デジタル化」や「DX（Digital Transformation）」が盛んに議論

されるようになりました。「ソサエティ５．０」という標語も関係しています。

世間ではデジタルとアナログの対比で語られることが多いので、ここでもそれに従いますが、

少し本来の意味の説明をしておきます。これらは元々コンピュータの実装方式の違いを表す用語

でした。アナログというのは類似とか比例の意味で、実世界の現象と相似形のシステムのことで

す。アナログ式コンピュータというのは、計算したい現象のモデルとなるような回路を作って電

圧や電流といった物理量で計算します。アナログ式コンピュータが先にあって、後にデジタル式

コンピュータが出現したのです。後者の方が、圧倒的に性能が良かったので現在はすべてデジタ

ル式のコンピュータになっています。ちなみに深層学習の計算原理は連続量を扱うのでアナログ

ですが、それをデジタルコンピュータ上で近似計算しています。

アナログ時計とデジタル時計という区別もありました。前者は時刻を長針と短針の位置で表す

もの、後者は数字で表すものです。これはデザインの問題で、実装方式とは関係ありません。

最近のDXの流れで言うと、紙に印刷されたものがアナログで、コンピュータ内に格納されて

いるデータがデジタルのようです。でも、コンピュータで作成されたWORDの文書を印刷した

らアナログというのもおかしなものです。

閑話休題。デジタル化の本質とは何でしょう？データのコンピュータ処理という一点だと思い

ます。デジタル化することによってコンピュータが扱えるデータになるのがメリットです。最近
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寄稿

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年５月号

図１：DXの階層

はこれを「デジタイゼーション（digitization）」と呼んでその後のプロセスと区別するように

なってきました。

デジタルデータはインターネットに乗せて瞬時に送れ、世界中で情報共有が可能です。大量の

データから欲しいものを検索するのも簡単です。私は手帳を持たず、スケジュールは全てプログ

ラムで管理していますし、memoという名前の一つのファイルに何年分もの記録を格納してい

て、必要なものは検索で取り出しています。

AIの出番

しかし、デジタル化するだけではたいしたことはできなくて、その先のコンピュータ処理が大

事です。この部分を「デジタライゼーション（digitalization）」と呼びます。これまで紙の上で

行っていた、たとえば家計簿や帳簿管理などの作業をコンピュータプログラムが自動的に行いま

す。RPA（Robot process automation）と言います。AIの活用も可能になります。たとえばバス会

社がバスの運行履歴をデジタル化しておくと、深層学習などを使って乗客の移動動向などが学習

可能になります。そうすると将来の利用予測もでき、新しい路線や停留所の設定、運行時刻表の

改訂など様々な最適化が可能になります。

デジタル化するのは書類だけではありません。気温や降水量、風速、積雪といった気象デー

タ、海水温やプランクトンの量、農作物の成長具合、野生動物の位置、家庭の電気の使用量、自

動車の位置と走行速度など世界中の様々なものがデジタル化され、インターネットにアップされ

ることでIoT（Internet of Things）を構成します。これらの大量のデータ（ビッグデータ）は深層

学習にも使われます。

デジタライゼーションまでは、それまでの業務や社会活動の仕組みはそのままで、その処理を
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コンピュータで高速化しただけです。この次にくるのが、社会のシステムをデザインし直すDX

です。ここまできて初めてデジタル化の意義が最大限に発揮できますし、AIシステムの効果的

な導入も可能になります（図１）。石角友愛『いまこそ知りたいAIビジネス』や『いまこそ知り

たいDX戦略』にもAI導入のために企業の業務を見直すべしという例が書かれています。

氏田雄介『５４字の物語』に次のような物語（５４字です）があります：

未開の星に高度なテクノロジーが伝来した。今までの馬車に代わり、本物そっくりの精巧な馬

型ロボットが開発された。

これはテクノロジーの無駄使いです。馬車に固執せず自動車や飛行機を開発すべきです。

デジタライゼーションは、馬をロボットに置き換えるようなもので、業務自体は変わっていま

せん。そこでDX（デジタル・トランスフォーメーション）が登場します。AIが使えることを前

提に業務の流れ自体を変えてしまうのです。バス会社の例では、路線や時刻表を無くし、AI制

御の最適運行に切り替えるわけです。空気だけを運ぶバスを走らせる必要もなくなります。現在

の道路運送法ではバスのこのような運行は許されていません。自由なルートで走れるのはタク

シーだけです。DXを行うためにはバスやタクシーといった業界の枠を超える必要があります。

デジタイゼーションは各社が個別に進めることが可能です。デジタライゼーションはデータ共

有などが必要になるので企業の枠を超えた連携が必要です。DXでは更に業種を超えたリフォー

メーションが必要だと思います。

DXとしてのソサエティ５．０

経団連と内閣府の提唱する「ソサエティ５．０」では社会を以下のように分類しています。

ソサエティ１．０狩猟社会

ソサエティ２．０農耕社会

ソサエティ３．０工業社会

ソサエティ４．０情報社会

ソサエティ５．０超スマート社会

現在はソサエティ４．０の情報社会です。だとするとデジタライゼーションまでは済んでいるは

ずですが、現状（特に日本）はまだまだですね。デジタル化すらできていない分野が多いように

思えます。随分前から「ペーパーレス化」が叫ばれており、これもデジタル化が前提ですが、い

まだにあちこちで紙に印刷した書類が使われています。これらは、ほとんどが元々（WORDな

どを使って）電子的に作られた書類であるのに、わざわざそれを印刷するというのはどうしたも

のでしょうか？
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ソサエティ５．０は情報社会の次ですから、実はDXの行われた（あるいは行われつつある）社会

と考えることができましょう。

ソサエティ５．１

「ソサエティ５．０」とか「インダストリー４．０」というときの小数点以下の一桁は、ソフトウェ

アのバージョンアップ用にとってあるものを真似たのだと思います。ソフトウェアはバージョン

アップの度に５．１、５．２と数字が上がっていくのです。

「ソサエティ５．０」という概念が提唱されてから５、６年が経ちますが、いまだにバージョン

アップされていません。そもそも「超スマート社会」とか「人間中心社会」とかいう標語がある

だけで、具体的な社会のあり方は示されていません。

そこで私流のソサエティ５．１を考えてみました。社会全体でAIを活用する仕組みの実現イメー

ジです。

MaaS

先のDXの説明でバスとタクシーの融合について述べましたが。MaaS（Mobility as a Serv-

ice）という考え方は全ての交通機関の一元化です。元々スウェーデンで提唱されたMaaSは予

約、呼び出し、決済などの統合を主眼としていましたが、最近は交通手段自体の統合も意味す

るようになってきました１。都市内の鉄道、バス、タクシーといった公共交通やレンタカー２な

どを統合的に運用することによって自家用車がなくても快適に移動できる都市ができるでしょ

う。

組織／働き方マネージメント

AIによるマッチングを使いミッションごとに組織を動的に編成する方式です。ジョブ型雇

用とも呼ばれ、働き手が企業に所属するメンバーシップ型雇用ではなく、自分の能力を活かせ

るミッションに就きます。現在でもライターや写真家といったフリーランスはこの働き方をし

ています。

社会的意思決定システム

たとえば直接民主制を実現することは技術的には可能です。有権者がインターネット上で議

論し、AIによって司会・論点の整理を行います。技術的には可能ですが本当にこの方式が良

１中島，松原，田柳編著：スマートモビリティ革命－未来型AI公共交通サービスSAVS．公立はこだて未来大学
出版会（２０１９）．

２最近は自動車会社も自動車を売るのではなくシェアリングの方向を目指しているようですから、それも含み
ます。
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いかどうかは専門家による議論が必要です。ただ、現在の国会よりは有効に機能しそうに思い

ます。

選挙や国会の議決などで行われている多数決方式は実は欠点の多いものです。欠点の一つは

票割れです。有力な類似候補の間で票が分かれ、他の候補が当選してしまう現象で、これを避

けるために国政でも選挙のたびに野党の候補の統一などという姑息なことが行われています。

AIを使えばもっと良い選挙方法が実現できるのではないでしょうか？選挙に頼らない方法も

考えられます。

経済システム

２０１４年末にトマ・ピケティの『２１世紀の資本』という本が世界中で話題になりました。資本

主義は、歴史的に見ると富の集中を促しており、その傾向は近年ますます顕著になっているの

で良くないという趣旨の本です。富の再配分をするシステムを作らないといけないということ

です。私は国会でも名前の出たヤニス・バルファキス『父が娘に語る 美しく、深く、壮大

で、とんでもなくわかりやすい経済の話』（ダイヤモンド社、２０１９）が好きです。

野村総合研究所とオックスフォード大学のオズボーン准教授らの共同研究により、日本の労

働人口の約半数を代替することが可能という報告があります３。これはデジタライゼーション

（現在の仕事の自動処理）を前提としたものでしたが、DXを考えると違う構図が見えてくるは

ずです。たとえば、AIの活用により、仕事をしなくても暮らせる社会です。現在は仕事と収

入が１対１に対応していますから仕事が無くなることは収入が無くなることを意味していま

す。しかしながらAIが稼いだ分を還元することにすれば、働かなくても生活はできるように

なります。ギリシャ時代との比喩で言えば奴隷（AI）が働いて市民（人間）を養うという構

図です。これ以外の富の再配分方式も考えられると思います。

また、インターネットが情報交換の安価なプラットフォームを提供することによって、大き

な資本投下なしに商売を営むことが可能になってきています。たとえば商売を展開したり、

サービスを提供したりするために既存のプラットフォームを利用すればオーバーヘッドを限り

なく減らすことができます。口コミを利用すれば高額の広告費も不要になります。これによっ

て資本主義の後継たる「シェアリング社会」が誕生するという人もいます４。

教育

教育もAIの活用で大きく変わります。

３https : //www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/news/newsrelease/cc/2015/151202_1.pdf
４ジェレミー・リフキン（柴田裕之訳）：限界費用ゼロ社会 ＜モノのインターネット＞と共有型経済の台頭．
NHK出版（２０１５）．
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教育のDXで最も大きいのは個別教育へのシフトでしょう。現在は数十人（多い場合は百人

以上）の生徒／学生を前にして一人の教師が講義をします。これに対し、AIを使えば学習者

個々の理解度に合わせた教育が可能になります。理解度をチェックするための問題を出し、正

解すればどんどん先に進みますし、不正解の場合はその原因を探り出し、それに応じたコンテ

ンツ（予備校講師の講義）を提供します。

予備校などが受験対策としてそのようなシステムを作っていますが選択式問題に限られてい

ます。選択式ではなく記述式の解答を求め、それをAIで分析し、解答に応じたきめ細かな説

明を作り出すのです。そのためにはAIが教育内容を理解している必要があります。深層学習

以上の能力が求められます。一般的な内容のものは、すぐには実現できないでしょう（知識表

現の限界です）。ただプログラミングやAIの仕組みを教えることなら比較的早期に実現できそ

うです。たとえば生徒の書いたプログラムを走らせてみれば良いのです。

まとめ

DXの概念と、AIを用いた、望ましい適用方法について書きました。

まとめると

・デジタル化（デジタイゼーション）：データを、紙ではなく、コンピュータが処理できる形に

すること；

・デジタライゼーション：デジタル化を前提として、データ処理をコンピュータで自動的に行

い、人間の負担を軽減し、業務を効率化すること；

・デジタルトランスフォーメーション：デジタライゼーションを前提として、業務のあり方、ひ

いては社会システムのデザインを見直し、社会全体を効率化すること；

となります。

経団連と内閣府の提唱している「ソサエティ５．０」はDXの適用された社会のことだと考えられ

ますが、その具体像はあまり示されていません。そこで私流の「ソサエティ５．１」を交通、組織

／働き方マネージメント、社会的意思決定システム、経済システム、教育に関して示しました。

これらは単に可能性を示したものですから、その是非を社会学者などの専門家に議論いただきた

いと思っています。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年１０～１２月 ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６
２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．３ ２．６ ８７．７ ３．９ ９４．５ １．６ ８８．０ △４．０ ９４．５ △１．６

４～６月 ９０．１ ３．３ ９６．５ ０．２ ９２．８ ５．８ ９５．３ ０．８ ８６．７ △１．５ ９５．７ １．３
７～９月 ９０．７ ０．７ ９４．７ △１．９ ９１．９ △１．０ ９２．２ △３．３ ８８．７ ２．３ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８５．９ △５．３ ９４．９ ０．２ ８６．０ △６．４ ９２．４ ０．２ ８８．８ ０．１ ９９．９ ２．０

２０２１年 ２月 ８７．２ ０．５ ９５．７ △０．１ ８８．２ ２．６ ９４．１ △０．６ ８９．２ △３．０ ９４．５ △０．３
３月 ８７．６ ０．５ ９７．３ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．７ ８８．０ △１．３ ９４．５ ０．０
４月 ８９．７ ２．４ ９８．４ １．１ ９２．０ ３．４ ９６．０ １．３ ８７．３ △０．８ ９４．７ ０．２
５月 ８９．２ △０．６ ９２．３ △６．２ ９２．８ ０．９ ９３．５ △２．６ ８７．７ ０．５ ９４．２ △０．５
６月 ９１．３ ２．４ ９８．９ ７．２ ９３．５ ０．８ ９６．５ ３．２ ８６．７ △１．１ ９５．７ １．６
７月 ９３．９ ２．８ ９８．１ △０．８ ９４．９ １．５ ９６．１ △０．４ ８７．５ ０．９ ９５．４ △０．３
８月 ９０．７ △３．４ ９６．２ △１．９ ９１．８ △３．３ ９３．６ △２．６ ８７．３ △０．２ ９５．３ △０．１
９月 ８７．５ △３．５ ８９．９ △６．５ ８８．９ △３．２ ８６．９ △７．２ ８８．７ １．６ ９７．９ ２．７
１０月 ８６．２ △１．５ ９１．８ ２．１ ８７．０ △２．１ ８９．１ ２．５ ９０．５ ２．０ ９８．４ ０．５
１１月 ８５．９ △０．３ ９６．４ ５．０ ８６．２ △０．９ ９３．９ ５．４ ８９．９ △０．７ ９９．８ １．４
１２月 ８５．７ △０．２ ９６．６ ０．２ ８４．８ △１．６ ９４．１ ０．２ ８８．８ △１．２ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 r ８８．７ ３．５ ９４．３ △２．４ r ８８．２ ４．０ ９２．７ △１．５ r ９２．８ ４．５ ９９．２ △０．７
２月 p８８．０ △０．８ ９６．２ ２．０ p８７．８ △０．５ ９２．７ ０．０ p８９．５ △３．６ １０１．３ ２．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９

２０２０年１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６
２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９４９△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１２ ０．６

４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４△１．１ ３６，９３４ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２１年 ２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６７△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８５ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７００ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８１ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２５ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２１△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７８△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７６ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６４△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年５月号

ｏ．３０９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2022.04.20 15.59.19  Page 26 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７

２０２０年１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１
２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２２５ １１．１ ６７，３１１ △７．３ １７，３４５ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６４４ ３．３

４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１５３△３．８ ７０，５２４ △０．８ １８，３４９ △０．２ ４０，４１１ △１．３ ９，０８９ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９

２０２１年 ２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９４ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５３ △８．４ ７，６７９ △３．０ ２，３４１ △０．３
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４２３ １３．９ ２０，９５６ △１１．１ ５，９５１ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３０ ０．３
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２９ １４．８ ２３，４２６ １．１ ６，００２ △３．０ １２，８１８ ４．５ ３，０３３ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８３０ ０．９ ２２，６７５ △２．０ ６，１７８ １．８ １４，４８５ △３．２ ３，２２６ △４．８
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７９５△１９．７ ２４，４２３ △１．４ ６，１７０ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３０ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３４ ２．１ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４３６ ０．４ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３２ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０

２０２０年１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０
２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０

４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２１年 ２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ p ０ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年５月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２
２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５

４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２１年 ２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１
２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４
２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２

４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２１年 ２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１
２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年５月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９
２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８

４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．０５ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２１年 ２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ － ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ － ２．６

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 ９８．３ １．３ ９８．９ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年１０～１２月 ９９．６ △１．４ ９９．６ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４
２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９

４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２１年 ２月 ９９．８ △０．９ ９９．９ △０．５ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２２年１～３月期実績、２０２２年４～６月期見通し）

●寄稿
AIとDX
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